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第４章  対象物質等 
 

４.１  ＰＲＴＲ法と環境条例との関係 

環境法の規定は原則として全国一律に適用される一律基準であるが、地域住民を環境汚染から守り、そ

の福祉の向上を図るために、地方公共団体が地理的条件や社会的･文化的な諸条件を考慮して条例を制定し、

法律の一律基準より厳しい上乗せ基準や規制対象項目を増やす等の規制措置が講じられている場合がある。 
例えば、東京都は、「都民の健康と安全を確保する環境に関する条例（環境確保条例）」を制定し、化学

物質の適正管理に関する条項を定めている。 
また、埼玉県は、「埼玉県生活環境確保条例（特定化学物質の適正管理）」を制定し、特定化学物質の適

正管理に関する条項を定めている。 
両者の条例とも、ＰＲＴＲ法の対応とあわせて、条例への対応を義務付けている。 
他道府県においても化学物質に関する独自の条例がある場合があるので、ＰＲＴＲ法の対応と共に環境

条例の有無を確認して、その対応を行うことが必要である。 
都道府県の環境条例の例として、ＰＲＴＲ法、東京都の条例、埼玉県の条例の概要を表４.１に、各々の

条例で独自に規定している化学物質名を表４.２、表４.３に示す。 
 
 

 

項目   関係法令 ＰＲＴＲ法 東京都条例 埼玉県条例 
対象業種 23業種 都内の工場・指定事業場 PRTR法と同じ 

従業員 21人以上 
（会社全体） 全ての規模 PRTR法と同じ 

事業者の規模 
以下のチェックは事業所単位で行う 

対象物質 
第一種指定化学物質： 
354 物質（内、特定第一
種指定化学物質 12物質）

適正管理化学物質： 
58 物質（内、ＰＲＴＲ対
象外 16物質） 

特定化学物質：499物質
（ＰＲＴＲ法の第一種
指定化学物質 354物質、
第二種指定化学物質 81
物質及び条例指定の化
学物質 64物質） 

製品、材料等へ
の対象物質の 
含有量 

第一種指定化学物質： 
1質量%以上 
特定第一種指定化学物質：
0.1質量%以上 

MSDSで成分確認した量 
特定化学物質： 
1質量％以上（特定第一
種指定化学物質は0.1質
量%以上） 

年間取扱量 
第一種指定化学物質： 
1t以上／年 
特定第一種指定化学物質：
0.5t以上／年 

適正管理化学物質： 
100kg以上／年 

特定化学物質： 
500kg以上／年 

届出対象事業者
の呼称 

届出対象事業者 
(届出は事業所ごと) 

適正管理化学物質取扱事業
者（届出は事業所ごと） 

特定化学物質取扱事業者
（届出は事業所ごと） 

届出内容 
（前年度の実績
を 4月 1日から 6
月 30日の間に届
出る） 

「第一種指定化学物質の
排出量及び移動量の届出
書」で、第一種指定化学物
質ごとの排出量、移動量 

「適正管理化学物質使用量
等報告書」で、適正管理化
学物質ごとの使用量、製造
量、製品としての出荷量、
排出量及び移動量 

「特定化学物質取扱量報
告書」で、特定化学物質
ごとの取扱量（使用量、
製造量、取り扱う量） 
 

その他 
(上欄報告書提出
後に対応) 

 

事業所の従業員（正社員）
が 21人以上の場合、「化学
物質管理方法書」を作成し、
早めに提出する。その後、
内容が変更された場合には
その都度提出する。 

「環境負荷低減主任者」
及び「特定化学物質等適
正管理手順書作成（変更）
報告書」を 9 月 30 日ま
でに提出する。その後、
内容が変更された場合に
はその都度提出する。 

表４.１  届出対象事業者及び届出内容（概要） 



 49

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

東京都ホームペイジより抜粋 
なお、Noは都条例番号を示す。 

 

 

 
表４.２  東京都条例による化学物質 
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表４.３  埼玉県条例による化学物質 

埼玉県ホームページより抜粋 


